
1 
 

 

入札公告（説明書） 

 
令和 6 年 2 月 6日 

東日本高速道路株式会社 東北支社長 田仲 博幸 

 

次のとおり一般競争入札について公告します。 

なお、本件競争入札については、あらかじめ東日本高速道路株式会社（以下「NEXCO 東日本」と

いう。）が配布した入札者に対する指示書、仕様書等の契約図書その他関係法令に定めるもののほ

か、この『入札公告（説明書）』及び『共通入札公告（令和 5 年 10 月版）（以下「共通入札公告」と

いう。）』に記載のとおり実施します。 

 よって、本件競争入札に参加する者は、共通入札公告 6-1-1 に示す契約図書について内容を十分

に確認し、その内容を承諾のうえで本件競争入札に参加してください。 

 

１.調達手続の概要 

1-1 契約件名 福島管理事務所管内 低濃度ＰＣＢ廃棄物運搬処分業務 

1-2 調達概要 
業務内容、履行場所、履行期間等については、別添『仕様書』、

『金抜設計書』を参考のこと 

1-3 契約責任者 NEXCO 東日本 東北支社長 田仲 博幸 

1-4 契約担当部署 

NEXCO 東日本 東北支社 技術部 調達契約課 

（住所）〒983-8477 宮城県仙台市宮城野区榴岡 1-1-1 

          ＪＲ仙台イーストゲートビル 12 階 

（電話）022-395-7574 

（電子メールアドレス）ki-r-tohoku@e-nexco.co.jp 

1-5 入札方法 郵送入札 

1-6 単価表の提出 「必要」 

1-7 契約書の作成 
必要（作成方法については落札者と協議する）…入札者に対する

指示書[23]を参照のこと 

1-8 支払条件 
前金払の有無：「無」  

部分払の有無：「無」 

1-9 入札手続き日程 本書『２.入札手続き日程』を参照のこと 

1-10 競争参加資格要件等 本書『競争参加資格要件等一覧表』を参照のこと 

1-11 見積活用方式の有無 「有」 

1-12 その他 特記事項なし 

mailto:ki-r-tohoku@e-nexco.co.jp
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２.入札手続き日程 

2-1 審査基準日 本書 2-3.に示す「競争参加資格確認申請書」の提出期間の最終日 

2-2 
契約図書の配布期

間 

入札公告の日 から 令和 6 年 2月 22 日まで 

※上記期間を過ぎるとダウンロードできないので注意すること。 

2-3 
競争参加資格確認

申請書の提出期限 

【提出期限】 

入札公告の日 から 令和 6 年 2月 22 日 16 時 00 分まで 

※共通入札公告 6-2 に示す調達手続に参加するための条件等を十

分に確認のうえ提出すること。 

 

【提出書類】 

（1） 競争参加資格確認申請書様式 1 

（2） 競争参加要件（条件）に示す証明書類 

 

【提出方法】 

入札者に対する指示書【郵送入札】[6]に従い、電子メール又は書

留郵便等（書留郵便等による提出方法の詳細は、入札者に対する指

示書の冒頭「お知らせ」を参照のこと。普通郵便、持参による提出

は受け付けない。）により提出すること。なお、書留郵便等により

提出する場合は、2 部提出すること。 

 

2-4 
競争参加資格確認

結果通知日 
令和 6 年 3 月 8日を予定 

2-5 

競争参加資格がな

いと認めた理由の

説明請求期限日 

競争参加資格の確認結果を通知した日の翌日から 7 日（休日を含

まない）以内の休日を除く毎日、10 時 00 分から 16 時 00 分まで 

2-6 
参考見積書の提出

期限 

【提出期限】 

令和 6 年 2 月 22 日 16 時 00 分 

 

【提出書類】 

（1） 見積活用方式関係様式 1 

（2） 見積活用方式関係様式 2 

 

【提出方法】 

電子メール又は書留郵便等（書留郵便等による提出方法の詳細は、

入札者に対する指示書の冒頭「お知らせ」を参照のこと。普通郵便、

持参による提出は受け付けない。）により提出すること。提出部数

は 1 部とする。 

 

2-7 
参考見積書に関す

る問い合わせ期間 
令和 6 年 3 月 11 日 から 令和 6年 3 月 25 日 までを予定 
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2-8 
訂正参考見積書提

出期限 

【提出期限】 

令和 6 年 4 月 5日 16 時 00 分 

※参考見積書の内容に訂正が必要となった場合のみ提出すること。 

 

【提出書類】 

（1） 見積活用方式関係様式 1 

（2） 見積活用方式関係様式 2 

 

【提出方法】 

本書 2-6 に示す参考見積書の提出方法と同じ。 

なお、書留郵便等（書留郵便等による提出方法の詳細は、入札者に

対する指示書の冒頭「お知らせ」を参照のこと。普通郵便、持参に

よる提出は受け付けない。）で提出する場合は、下記(1)～(2)に示

す手順に従い封筒に封かんし、入札書類と併せて１部提出するこ

と。 

(1) 本書 2-9 で入札書類を入れて封かんした封筒とは別の封筒

に、以下①及び②を入れて封かんする。 

① 本書 2-9 で入札書類を入れて封かんした封筒 

② 訂正参考見積書（見積活用方式関係様式 1・2） 

 

(2) 上記(1)で封かんした封筒のオモテ面に、次に示す事項を全

て記載すること。 

① 入札書及び訂正参考見積書在中 

② 本件調達の契約件名 

③ 入札者名（入札者が法人である場合は法人名のみで可） 

2-9 入札書の提出期限 

【提出期限】 

令和 6 年 4 月 25 日 16 時 00 分 

※共通入札公告 6-3 に示す入札・開札・落札者の決定に関する事項

を十分に確認のうえ提出すること。 

 

【提出書類】 

（1） 入札書 

（2） 内訳明細書（金抜設計書様式のとおり） 

 

【提出方法】 

必要書類を下記(1)～(2)に示す手順に従い封筒に封かんし、書留郵

便等（書留郵便等による提出方法の詳細は、入札者に対する指示書

の冒頭「お知らせ」を参照のこと。普通郵便、持参による提出は受

け付けない。）により提出すること。 

(1) 封筒に、「入札書」及び「内訳明細書」を入れて封かんする。 

 

(2) 上記(1)で封かんした封筒のオモテ面に、次に示す事項を全て 

記載する。 

① 入札書在中 

② 本件調達の契約件名 

③ 入札者名（入札者が法人である場合は法人名のみで可） 



4 
 

2-10 開札日時 令和 6 年 4 月 26 日 15 時 00 分 

2-11 開札執行場所 本書 1-4 に示す契約担当部署 

2-12 
本件競争入札に関

する質問受付期間 

【受付期間】 

入札公告の日 から 令和 6 年 4月 11 日 16 時 00 分まで 

 

【受付場所】 

本書 1-4 に示す契約担当部署 

 

【受付方法】 

質問書面（様式自由）を電子メール又は書留郵便等（書留郵便等に

よる提出方法の詳細は、入札者に対する指示書の冒頭「お知らせ」

を参照のこと。）により提出すること。 

電子メールによる提出は、Microsoft Word 等により作成したファ

イル及び「担当者連絡先届（指示書様式 5）」を提出すること。 

書留郵便等による提出で質問数が 5 問以上の場合は、質問書面の

ほか、質問書面を Microsoft Word 等により作成したファイルを記

録した CD-R も提出すること。 

なお、質問書面には会社名及び提出日を記載すること。 

 

【質問内容の記載上の留意点】 

質問書面中に記載する質問内容に、質問者の会社名やその会社を類

推できるような情報を記載しないようにすること。 

2-13 
質問に対する 

回答期間 
質問書受領日の翌日から原則として 5 日以内（休日を除く。） 

 

 
【ご案内】NEXCO 東日本における調達契約手続きの電子化の概要について 

 

NEXCO 東日本では、競争参加希望者・受注者の皆さまの負担軽減・業務効率化や、手続きの迅

速化を目的として令和 3年 4 月以降、調達契約手続きの電子化を一層推進しております。 

 

詳細は、NEXCO 東日本の HP に掲載しておりますので、ご確認のうえ手続きをお願いします。 

https://www.e-nexco.co.jp/assets/pdf/bids/auction_info/outline.pdf 

https://www.e-nexco.co.jp/assets/pdf/bids/auction_info/outline.pdf


競争参加資格要件等一覧表
契約件名 福島管理事務所管内　低濃度ＰＣＢ廃棄物処分運搬業務

調達手続の概要

競争契約の方法 一般競争入札方式
落札者の決定方法 自動落札方式

有
評価値の算出方法 本件競争入札においては非該当
見積活用方式の有無

競争参加要件
条件

次に示す事項をすべて満たすこと。
①環境大臣から廃棄物処理法第 15 条の 4 の 4 第 1 項に基づく無害化処理施設に関する認定書の写し又は、
都道府県知事等からの廃棄物処理法に基づく微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等の処分業にかかる許可証の写しを提
出できる者であること。
②都道府県知事等からの廃棄物処理法第14条の4第1項に基づき、宮城県の収集・運搬の許可証の写しを提出で
きる者であること。ただし、①に示す無害化処理施設に関する認定書により収集・運搬の有無で有が確認できる場合
は不要とする。

資格 －
その他 －


